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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　ー：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

2.6
要求 4,578,348 4,578,348 442,062

区分

予算額

決算額

R7年度
予算案 4,383,169 4,383,169 311,943

2.6

R6年度 0 4,492,133 0 4,492,133 332,525 2.6

R5年度 0 4,629,088 △ 510,443 4,118,645 269,675 4,102,346

事業番号 15 03 02 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

・意欲や能力が高いにも関わらず経済的に深刻な課題を抱える生徒が進学を諦めてしまうなど、教育の機会均等を得られない場合があ

る。

・安心して教育を受けるために高等学校等に係る修学費用の経済的負担を軽減する必要があり、継続的な支援が求められている。

経済的な課題を抱える生徒も安心して教育を受けられるよう、修学費用の負担軽減を図る施策を継続的に実施し、教育の機会均等

に寄与する。

①授業料に係る経済的負担の軽減

高校等を中途退学して再び公立高校で学び直す者に対し、経済的負担の軽減を図るため、高校生等学び直し支援金を支給。

公立高校の授業料に係る経済的負担の軽減を適正に行い、教育の機会均等を図り、公立高校における修学を支援するため、高等

学校等就学支援金を支給。

②授業料以外の教材費等の経費に対する支援

公立高校の教育に係る経済的負担を軽減する必要があると認められる者に対して、授業料以外の教材費、学用品費等に充てるた

め、高校生等奨学給付金を給付。

E-mail koko pref.nagano.lg.jp

実績 実績 推移

R7年度

目標値

一人ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの

推進

一人ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの

推進

No.

5-1①

5-1①

施策分野（施策の総合的展開名）

事　業　名
高等学校の生徒等を経済的に支援するため

の事業費

部局 教育委員会 事務局 課・室 高校教育課

実施期間 S55 ～

達成

状況
目標値設定理由

R6年度

見込 推移

③学び直しへの支援

単

位

R4年度 R5年度
No. 指標名

98.5

年／

年度
数値

2023

(R5)
92.6

2023

(R5)
98.6

直近３か年/年度分の状況
年／

年度
数値

2022

(R4)
92.6

2022

(R4)
98.1

目標
年／

年度
数値

2027

(R9)
94.9

2027

(R9)
99.5

達成目標（☆印は主要目標）

公立高校現役生で進学希望者のうち進学した者の

割合

公立高校卒業後就職希望者の就職内定率
2021

(R3)

要求からの

主な変更点
高校生等奨学給付金給付事業について、国が定める給付単価が見直されたことに伴い、事業費を減額。

年／

年度
数値

2021

(R3)
92.4

単

位

%

%

①

②

③

指標なし

指標なし

指標なし



No.

4

1

66,024

R7年度

当初予算

R6年度

当初予算

R5年度

当初予算

予算案

事　業　名
高等学校の生徒等を経済的に支援するため

の事業費

事業番号 15 03 02 細事業一覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

1

細事業

No.
細事業名

高等学校等就学支援金交付事業

No.

1

要求

千円

4,026,580 3,946,246

千円 千円

3,859,631

3,859,631

部局 教育委員会 事務局 課・室 高校教育課

令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

保護者等の地方税の課税所得に６％を乗じ調整控除の額を減じた額が

304,200円（年収910万円程度）未満の世帯の生徒について、授業料相当額

の就学支援金を支給

支給対象　34,231人

交付金

細事業を構成する主な取組

就学支援金の支給

実施方法

18,005

要求 18,005

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

R7年度

当初予算

2 高等学校奨学金等貸与事業
19,790 19,969

予算案

貸与対象　61人

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1
定時制・通信制課程就学奨励金の

貸与

向学心を有しながら経済的困難を抱える者の修学の奨励を図り、定時制課程・通

信制課程への修学を促進するため、修学奨励金を貸与貸付金

細事業

No.
細事業名

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

R7年度

当初予算

3 高等学校等奨学資金貸付金（特別会計）
65,957 57,196

予算案

高等学校等奨学金等の貸与

向学心を有しながら経済的困難を抱える者の修学の奨励を図るため、貸与要件に

該当した申請者に対し、奨学金や遠距離通学費を貸与貸付金

貸与対象　188人

要求 66,024

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

465,944
予算案 437,006

要求 632,185

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

R7年度

当初予算

細事業

No.
細事業名

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

R7年度

当初予算

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 奨学給付金の給付

国公立高校に在学する生徒の保護者等のうち長野県内在住で生活保護世帯・

低所得世帯の者に対し、教材費や学用品等に充てるための奨学給付金を給付直接

給付対象　3,307人

高校生等奨学給付金給付事業
513,854

支給対象　114人

千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 学び直し支援金の支給

高校等を中途退学している生徒で保護者等の地方税の課税所得に６％を乗じ調

整控除の額を減じた額が304,200円（年収910万円程度）未満の世帯の者に

ついて、授業料相当額の学び直し支援金を支給
交付金

5 高校生の学び直し支援事業
2,907 2,778

予算案 2,503

要求 2,503

千円 千円


